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【豪州】金融政策会合議事要旨‐目先豪ドル円相場の上値は重いが、上昇基調は継続‐
【図表①】豪州の政策金利とインフレ率（前年同期比）
           

【図表②】豪ドル円相場

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 インフレ率は四半期、政策金利は月次
直近はインフレ率は26年1-3月期分、政策金利は5月20日現在
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最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

⚫ 豪中銀は5月19日、5月4-5日に開催された金融政策会合の議事要旨を公表した。中銀は同会合で、政策金利を0.25％引き上げ4.35％とする
ことを決定している。

⚫ 議事要旨によると、委員らは国内の経済状況に関して消費者信頼感、企業信頼感の指標は中東での紛争勃発後に急低下したが、センチメン
トと実際の支出との相関は過去の例からも弱いと指摘した。また、経済活動全体が紛争による大きな影響は受けていないとの見方を示した。
金融政策に関して、利上げ効果は直近のインフレ指標に表れにくいとの認識を示し、中長期的なインフレ期待の動向にも注視し、政策決定
するという意向が窺えた。

⚫ 足元の豪ドル円相場は、日本の通貨当局による円買い介入があった後の戻り高値（1豪ドル＝114.6円）から1円50銭程度下落している（5

月20日午前9時現在）。要因としては、5月会合の声明文と議事要旨から、中銀が今後も積極的な利上げペースを維持するとの手がかりが
得られなかったためと考える。また、円サイドの要因を考えると、追加の為替介入警戒が残るなかで、円高に振れやすかったとみられる。
ただし、豪ドル安円高へのトレンド転換は見込んでおらず、目先は日次の25日移動平均線近傍で推移する展開を予想する。インフレ圧力
が残るなかで、年内残り1-2回程度の利上げを予想するため、年末にかけて豪ドル円相場は上昇基調を継続すると予想する。

今回のポイント

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 日次 日本時間5月20日午前9時時点
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